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要旨
　COVID-19 感染拡大予防における自粛生活の長期化は，高齢者の生活機能を低下させ，要介護状態を招く可能性を高める．
生活機能は特に前期高齢者と比較して後期高齢者において低下しやすいとされている．しかし，その実態，特に在宅におい
て健康維持に努めている高齢者への影響は十分に明らかにされていない．そこで，運動機能向上を主目的とした通いの場に
参加する地域で自立した生活を送る高齢者に対し，COVID-19 自粛下の生活の影響を検討するために，COVID-19 前と比較
して感じる運動量の変化と生活機能の実態を捉え，高齢者が感じる運動量の変化で生活機能にどのような特徴があるのかを
明らかとすることを目的とした．
　研究デザインは既存のデータを用いた量的記述的研究であった．対象を，運動機能向上を目的とした通いの場に参加した
65 歳以上の高齢者とした．また，自粛生活において，運動量が「減ったと感じた者」と「減ったと感じていない者」で分類し，
生活機能評価（基本チェックリスト・K6）や客観的評価（1日あたりの歩数・握力）を行った．さらに，前期高齢者，後期
高齢者で層化した検討を行った．
　結果は，自粛生活の影響で運動量が「減ったと感じた者」が約 25%いたが，実際に歩数や握力といった客観的評価項目に
違いを認めなかった．後期高齢者において，運動量が「減ったと感じていない者」に比べて「減ったと感じた者」の該当割
合は低栄養状態が有意に高く（p＝ 0.012），精神機能低下の該当割合に有意傾向がみられた（p＝ 0.049）．
　運動量が「減ったと感じた者」は先行研究と比べて少なく，調査時期や調査地域の活動自粛の影響が軽微であった．また，
特に運動量が減ったと感じている後期高齢者には，栄養や精神機能に重点を置いたアプローチの必要性が示唆された．
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Summary
　Prolonged self-quarantine to prevent the spread of COVID-19 infection may reduce activities of daily living （ADL） and 
function of older adults, and increase the risk of physical dysfunction. However, the effect of self-quarantine on ADL and 
function in the home-based dwelling of older adults has not been fully clarified. Therefore, this study elucidated whether 
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はじめに

　高齢化の進展による要介護認定者の増加は，社会保
障費の増加や介護の担い手の不足等の社会的な課題と
なっている（内閣府，2021）．このような中で，高齢
者には加齢による身体機能の低下を認めつつ，生活機
能の維持・向上を図り，生き生きと生活を送ることが
期待される（稲葉，2017）．
　2015 年の介護保険法改正により創設された介護予
防・日常生活支援総合事業は，地域の住民同士の繋
がりが高齢者の心身の自立を促し介護予防の促進に
貢献すると考え通いの場を推進している（厚生労働
省，2019）．通いの場とは住民が主体となって，体操
や趣味活動等を行う集いの場である．これまでサロ
ンや趣味の会と呼称されてきた集まりを通いの場と
して認定することで全国的に広がっている（厚生労
働省，2019）．さらに，通いの場への参加が社会参加
や認知力を向上するものとして健康寿命の延伸につ
ながると期待されている（厚生労働省，2019）．林ら
（2019）は，通いの場参加者の社会参加の増加，健康
意識などの望ましい変化を報告しており，通いの場の
参加者は健康意識が高くなる傾向がある．
　しかし，新型コロナウイルス感染症（以下，
COVID-19）拡大により，日本国内では 2020 年 4 月
から 5月にかけて，緊急事態宣言が発出された．それ
により通いの場は中止され，地域の交流拠点なども閉
鎖された（厚生労働省，2020a）．COVID-19 感染拡大
予防のための自粛生活（以下，自粛生活）はすでに 2
年以上にわたり断続的に繰り返されている．自粛生活

は生活不活発および食生活の乱れ，社会とのつながり
を阻害し，特に高齢者において，その影響が顕著であ
ると予測される．今後，高齢者のうつ，認知症，要介
護およびその後の重症化のリスクが高まると懸念され
ている（木村ら，2020；栁澤ら，2020）．これは，さ
らなる自粛生活長期化により，生活機能が低下し，介
護を要する高齢者を増加させる可能性が高まることを
示唆する．特に生活機能は，前期高齢者と比較して後
期高齢者において低下しやすいとされており（厚生労
働省，2016），自粛生活長期化により後期高齢者の生
活機能低下が予測される．これまで，高齢者の介護
予防には筋肉量が重要とされ（飯島，2015），生活機
能低下の予防として，運動が推奨されてきた（山田，
2015）経緯がある．
　1,600 人のオンライン調査では，自粛生活前に比べ
自粛期間中（2020 年 4 月）では，1週間あたりの身体
活動時間が約 60 分，運動量は約 3割減少していたと
示されている（Yamada, et al.，2020）．
　これは，自粛生活が，地域在住高齢者の運動量へ影
響し，生活機能の低下をもたらす可能性を示す．しか
し，通いの場，特に運動機能向上を目的とした場に参
加していた高齢者に対し，自粛生活が生活機能や運動
量にどのように影響を与えたのか，また，運動量の減
少した者には生活機能にどのような特徴があるのか，
その実態は十分検討されていない．
　以上の検討は，自粛生活による地域高齢者の生活機
能の実態を明らかにする必要性を示唆する．その成果
は介護予防事業として運動機能に着目した取り組みを
評価し，さらに重点的に支援すべき対象者の特定や着

the ADL and function of the community-dwelling members of the club of ‘Kayoinoba’ during the period of self-quarantine.
This was a quantitative and descriptive study that used existing data. The participants were 308 older adults who were 
members of the club of Kayoinoba, where they may improve their physical functions or keep their health. We collected 
data regarding the exercise （classified into two categories according to the individual’s subjective activity levels）, and 
subjective data regarding the ADL and function and objective evaluation.
Consequently, approximately 25 ％ of the respondents felt that their physical activities had decreased because of the 
COVID-19 self-quarantine, but there was no statistical difference in objective evaluation. Among the late older adults, the 
proportion of low-level activity was significantly higher among those with malnutrition （p ＝ 0.012） and those with lower 
mental function （p ＝ 0.049）．
　The proportion of the older adults who thought that the amount of their physical activities had decreased was smaller 
than in previous studies, and the influence of the self-quarantine on their ADL and function was limited. The findings 
suggested that even late oleder adults （ 75 yr-old） who could be aware of their sedentary lives might keep their body 
healthy.

Key words: Kayoinoba, The Community-dwelling Independent Older Adults, COVID-19, Changes in ADL, Function
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目すべき生活機能の領域を特定するための基礎資料と
なることが期待される．

目的

　運動機能向上を主目的とした通いの場に参加する地
域で自立した生活を送る高齢者に対し，COVID-19 自
粛下の生活の影響を検討するために，COVID-19 前と
比較して感じる運動量の変化と生活機能の実態を捉
え，高齢者が感じる運動量の変化で生活機能にどのよ
うな特徴があるのかを明らかとすることを目的とし
た．

方法

1 ．用語の定義
　生活機能
　藤原（2020）の定義を用い，身体的機能のみならず，
精神・心理的機能，生活活動や社会参加を含んだ包括
的な機能のこととする．

　自粛生活
　政府が緊急事態宣言を発出し，不要不急の外出自粛
が求められてから，その解除後も感染拡大予防のため
に外出を控えるなどしている暮らしとする．なお，本
研究対象者が生活する地域は，2020 年 4 月 16 日から
2020 年 5 月 14 日まで緊急事態宣言が発出され，この
間，通いの場は中止されていた．

2 ．研究デザイン
　量的記述的研究である．

3 ．調査期間および対象
　岡山県笠岡市の運動機能向上を目的とした通いの場
（いきいき百歳体操）に参加した 65 歳以上の地域で自
立して暮らしている一般高齢者のうち，2020 年 10 月
下旬から 12 月中旬の間に「新型コロナによる高齢者
の生活様式の変化の実態把握調査」に参加した 308 人
のデータを対象とした．除外基準は，得られたデータ
のうち，分析項目（年齢，基本チェックリストの 20
項目，K6，自覚する運動量の変化）に無回答項目が
ある者とした．
　笠岡市は，岡山県の西南部に位置し，交通の利便性
は高いものの地形的には平野が少なく，駅周辺に市街
地が集中した市である．人口は 47,337 人で，そのう
ち 65 歳以上の占める高齢化率は 36.5% となっている

（調査時：2020 年 10 月 1 日現在）．笠岡市の通いの場
は，社会福祉協議会に委託し，介護予防普及活動とし
て実施しており，週 1回，自分の体力に合わせたおも
りを手首足首に付けて約 40 分間の体操を行っている．
通いの場には，笠岡市の広報誌やホームページ，笠岡
市職員による参加推奨などを通して本人の意思で参加
しており，本研究の対象者はこの自主グループ活動に
参加している地域在住高齢者であった．

4 ．分析項目とデータ収集
　以下の分析項目は，笠岡市のデータであり，笠岡市
職員が「新型コロナによる高齢者の生活様式の変化の
実態把握調査」をもとに収集した．「新型コロナによ
る高齢者の生活様式の変化の実態把握調査」は，笠岡
市が高齢者における COVID-19 拡大による生活への
影響を把握するために，通いの場の会場で実施したも
のであり，笠岡市によってリクルートがなされ，調査
に同意を得られた会場で行われた．

1）対象者基本情報
　性別，年齢，家族構成を収集した．

2）生活機能評価
　基本チェックリストの質問項目は手段的日常生活
活動，運動機能，栄養状態，口腔機能，閉じこも
り，認知機能の 6領域の質問群からなり，各質問に対
して「はい」，「いいえ」の 2 択で回答を求めた（荒
井，2019）．各質問の内容において，生活機能への問
題があると考えられる場合に点数 1点を加算し，それ
ぞれの領域で点数を算出した（厚生労働省，2018）．
また，総合事業対象者に該当する基準を用いて，「複
数機能低下（No.1～20 までの 20 項目のうち 10 項目
以上に該当）」，「運動機能低下（No.6～10 までの 5項
目のうち 3項目以上に該当）」，「低栄養状態（No.11～
12 の 2 項目すべてに該当）」，「口腔機能低下（No.13
～15 までの 3項目のうち 2項目以上に該当）」，「閉じ
こもり（No.16～17の2項目のうちNo16に該当）」，「認
知機能低下（No.18～20 の 3 項目のうちいずれか 1項
目以上に該当）」している場合を生活機能の低下該当
者と判断した（厚生労働省，2018）．
　精神的機能を評価するためにK6 を用いた．K6 と
は米国のKessler らによって，うつ病・不安障害など
の精神疾患をスクリーニングすることを目的として開
発され，一般住民を対象とした調査で心理的ストレ
スを含む何らかの精神的な問題の程度を表す指標と
して広く利用されているツールである（Furukawa et 
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al.，2008）．K6 の合計点 4/5 をカットオフ値とし，気
分・不安障害が陰性0～4点，5点以上を陽性として（川
上ら，2005），このカットオフ値に基づき 5点以上を
精神機能の低下該当者と判断した．

3）客観的評価
　身体活動量は，過去 7日分のうち，1日の平均歩数
（歩 /日）を 1 日あたりの歩数とした．1日あたりの
歩数（1週間の平均歩数）は，調査時に笠岡市から対
象者（任意）に 3 軸加速度計付歩数計（HJ-325 オム
ロン社製）が配布された．装着部位は，ポケットまた
はネックストラップ（首）とし，入浴時，就寝時以外
は装着するよう説明された．歩数計の初期設定は配付
前に実施主体側で行われた．過去 7日分のデータがメ
モリに記録され，後日，笠岡市の職員が歩数計ととも
にデータを回収した．Yuki ら（2019）は，フレイル
を発症するリスクは，5,000 歩以上の者が低いことを
明らかにしており，5,000 歩未満の者を算出した．筋
力は，握力で評価した．グリップ－D（デジタル握力
計）スメドレー式で利き手で 1回測定したデータを用
いた．単位は「kg」で，小数点第一位までをデータ
とした．
　2020 年改訂日本版 CHS 基準（J-CHS 基準）をもと
に男性 28kg 未満，女性 18kg 未満の者を筋力の低下
している者として算出した（Satake ＆ Arai，2020）．

4）自粛生活で自覚する運動量の変化
　質問項目「1 年前（新型コロナウイルス感染症の
感染拡大前）と現在を比べ，新型コロナウイルス感
染拡大の影響で，運動量は減りましたか」に対して，
「減った」「変わらない」「増えた」で回答を求めたデー
タを用いた．

5 ．分析方法
　生活機能評価や客観的評価の記述統計について，前
期高齢者，後期高齢者で生活機能に違いがあること
を考慮し，その影響を制御するために層化し検討し
た．また，自粛生活で自覚する運動量の変化におい
て，減った者に着目するため，対象者を「減ったと感
じた者」と「減ったと感じていない者」の 2 群に分
類し，生活機能評価，客観的評価の記述統計と群間
比較を行った．これらの比較には，離散変数にはカ
イ二乗検定もしくは，Fisher の直接確率法を用いた．
また，連続変数は，Student の t 検定もしくはMann-
Whitney の U 検定を用いた．すべての統計解析は
IBM SPSS Statistics（Ver.23）を用いて行い，有意水

準は 5%とした．

6 ．倫理的配慮
　岡山大学医療系部局臨床研究審査専門委員会（承認
番号：研 2109-035）の承認を受けて行った．本研究
におけるデータは，笠岡市地域包括ケア推進室の同意
を受けて提供された．なお，調査時には対象者に保健
師より口頭で説明がなされ，笠岡市等に情報を提供す
ることについて署名による同意を得ている．署名しな
いことにより，対象者には拒否の機会が保障された．
本研究には，署名による同意のある者のデータのみが
匿名加工 ID化したデータとして提供された．

結果

1 ．対象者の背景
　13 人のデータが除外され，295 人を分析対象者とし
た．分析対象者の平均年齢は 78.2 ± 6.7 歳，後期高齢
者が 198 人（67.1%），女性は 254 人（86.1%）であった．
家族構成は，同居 207 人（70.2%）であった．

2 ．生活機能の各領域における生活機能低下該当者
　生活機能の領域の評価結果を表 1に示す．対象者全
体で，いずれかの領域に該当した生活機能低下者は
199 人（67.5%）であった．後期高齢者では，運動機
能低下該当者の割合が 21.3% であり，前期高齢者の該
当割合 11.3% と異なる傾向にあった．

3 ．年齢区分における歩数および握力（客観的評価）
　年齢区分における客観的評価を表 2に示す．1日当
たりの歩数が 5,000 歩未満の者は，前期高齢者は 38
人（44.2%），後期高齢者は 110 人（67.9%）であった．
筋力の低下している者も，前期高齢者 8 人（8.3%），
後期高齢者 53 人（27.0%）で，前期高齢者と後期高齢
者でその割合は異なっていた．

4 ．運動量の変化と生活機能評価および客観的評価
　運動量の変化における生活機能評価および客観的評
価の結果を表 3に示す．自粛生活で運動量が「減った
と感じた者」は 74 人（25.1%）であり，「減ったと感
じていない者」は 221 人（74.9%）であった．運動機
能低下該当割合，客観的評価には運動量が「減ったと
感じた者」と「減ったと感じていない者」で有意差を
認めなかった．前期高齢者と後期高齢者でみると，前
期高齢者では運動量が「減ったと感じた者」と「減っ
たと感じていない者」で生活機能の低下該当割合に有
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表 1　生活機能の各領域の評価
（n＝ 295）

複数領域と各領域
生活機能低下該当

p値
全体 前期高齢者 後期高齢者

複数機能 a 　8（ 2.7）  2（ 2.1）  6（ 3.0） 1.000
運動機能  54（18.3） 11（11.3） 43（21.3） 0.030
栄養状態 　6（ 2.0）  1（ 1.0）  5（ 2.5） 0.667
口腔機能  49（16.6） 13（13.4） 36（18.2） 0.300
閉じこもり  13（ 4.4）  3（ 3.1） 10（ 5.1） 0.556
認知機能 134（45.4） 42（43.3） 92（46.5） 0.680
精神機能  71（24.1） 21（21.6） 50（25.3） 0.469

該当：n（%）
a：複数機能は，運動機能，栄養状態，口腔機能，閉じこもり，認知機能の複数該当を含む．
カイ二乗検定もしくは，Fisher の直接確率法を用いた．

表 2　年齢区分における客観的評価

客観的評価 性別
前期高齢者 後期高齢者

平均値±標準偏差 n（%） 範囲 中央値 平均値±標準偏差 n（%） 範囲 中央値 p値

1 日あたりの歩数
（歩）a

男性 ― ― ― 5506.8 ± 3910.0 559-16783 4812.0 ―
女性 5715.0 ± 2853.1 1512-22311 5322.5 4178.4 ± 2648.9 298-13319 3610.5 ＜ 0.001

5000 歩未満の者 a 全体 38（44.2） 110（67.9） ＜ 0.001

握力（kg）b
男性 ― ― ― 29.2 ± 5.2 18.0-40.7 29.7 ―
女性 23.1 ± 4.3 13.6-34.3 24.2 20.3 ± 4.1 8.4-32.0 20.0 ＜ 0.001

男性 28kg 未満
女性 18kg 未満 b 全体 8（8.3） 53（27.0） ＜ 0.001

該当：n（%）
a：前期高齢者 97 人のうち，1日あたりの歩数に回答した者 86 人．後期高齢者 198 人のうち，1日あたりの歩数に回答した者 162 人．
b：前期高齢者 97 人のうち，握力に回答した者 96 人．後期高齢者 198 人のうち，1日あたりの歩数に回答した者 196 人．
空欄は，該当人数が少数であったため値を示していない．
連続変数は，Student の t 検定，Mann-Whitney の U検定を用いた．離散変数は，カイ二乗検定もしくは，Fisher の直接確率法を用いた．

表 3　自覚する運動量の変化による生活機能

評価項目

全体
年齢区分

前期高齢者（n＝ 97） 後期高齢者（n＝ 198）
減ったと
感じた者
（n＝ 74）

減ったと感じ
ていない者
（n＝ 221）

p 値
減ったと
感じた者
（n＝ 27）

減ったと感じ
ていない者
（n＝ 70）

p 値
減ったと
感じた者
（n＝ 47）

減ったと感じ
ていない者
（n＝ 151）

p 値

［生活機能評価］
複数機能低下該当者 3（ 4.1） 5（ 2.3） 0.419 0（ 0.0） 2（ 2.9） 1.000 3（ 6.4） 3（ 2.0） 0.147
運動機能低下該当者 16（21.6） 38（17.2） 0.390 4（14.8） 7（10.0） 0.493 12（25.5） 31（20.5） 0.468
低栄養状態該当者 4（ 5.4） 2（ 0.9） 0.036 0（ 0.0） 1（ 1.4） 1.000 4（ 8.5） 1（ 0.7） 0.012
口腔機能低下該当者 14（18.9） 35（15.8） 0.538 2（ 7.4） 11（15.7） 0.343 12（25.5） 24（15.9） 0.135
閉じこもり該当者 4（ 5.4） 9（ 4.1） 0.743 1（ 3.7） 2（ 2.9） 1.000 3（ 6.4） 7（ 4.6） 0.704
認知機能低下該当者 36（48.6） 98（44.3） 0.520 14（51.9） 28（40.0） 0.291 22（46.4） 70（46.4） 0.957
精神機能低下者 24（32.4） 47（21.3） 0.052 7（25.9） 14（20.0） 0.525 17（36.2） 33（21.9） 0.049

［客観的評価］
5000 歩未満の者 a 43（65.2） 105（57.7） 0.290 14（51.9） 24（50.7） 0.333 29（74.4） 81（65.9） 0.322
男性 28kg 未満女性
18kg 未満 b 11（15.1） 50（22.8） 0.158 0（　0） 8（11.6） 0.101 11（23.9） 42（28.0） 0.585

該当：n（%）
a：減ったと感じた者 74 人のうち，1日あたりの歩数に回答した者 66 人．減ったと感じていない者 221 人のうち，1日あたりの歩数に回答した者 182 人．
b：減ったと感じた者 74 人のうち，握力に回答した者 73 人．減ったと感じていない者 221 人のうち，1日あたりの歩数に回答した者 219 人．
カイ二乗検定もしくは，Fisher の直接確率法を用いた．
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意差を認めなかったが，後期高齢者では，低栄養状態
の該当割合と精神機能低下該当割合に有意差を認め
た．運動量が「減ったと感じた者」は，低栄養状態
の該当割合が 8.5% と有意に高く（p ＝ 0.012），また
精神機能低下の該当割合も「減ったと感じた者」が
36.2% と有意に高い傾向にあった（p＝ 0.049）．

考察

　本研究では通いの場に参加している高齢者の生活機
能や運動量への自粛生活による影響は小さい傾向にあ
ることが示された．また，運動量が「減ったと感じた
者」は，そうでない者に比べて低栄養状態の該当者が
有意に多く，その特徴は後期高齢者に認められること
が示された．以下，これらの結果に基づき，自粛生活
が通いの場に参加している高齢者に与えた影響と今後
の支援課題について考察する．
1 ． 通いの場に参加している高齢者の生活機能への自
粛生活による影響

　本研究の生活機能低下該当者は，複数機能低下該当
者 2.7%，運動機能低下該当者 18.3% であり，感染拡
大前の運動機能向上のための事業参加者を対象にした
研究（ ら，2021）と比べ，少なかった．生活機能低
下者は基本チェックリストにより検出しているが，こ
の基本チェックリストは要介護認定の新規発生と強く
関連することが明らかとなっている（遠又ら，2011）．
中でも，要介護認定発生のオッズ比は，複数機能低下
該当者や運動機能低下該当者で高い傾向であったとさ
れている（遠又ら，2011）．本研究対象者においては，
複数機能低下該当者や運動機能低下該当者が多いとは
言えず，自粛生活によって要介護認定発生のリスクが
高まっているとは考えにくい．ただし，前期高齢者と
後期高齢者でその割合には差がみられており，前期高
齢者に比べて後期高齢者では要介護認定発生のリスク
が高いことが推察される．また，1日あたりの平均歩
数を本研究と全国調査（厚生労働省，2020b）とを比
較すると，本研究の対象者の方が多かった．高齢者は
一般的に，身体活動量の中で歩行の占める割合が最も
高いとされており（DiPietro，2001），本研究の対象
者の身体活動量が多いことを示す．これは，通いの場
への参加が歩行を通じて身体活動量を促進している可
能性を示唆する．林ら（2019）は，通いの場への参加
が高齢者の社会参加を増加し，健康意識を高くするな
どの望ましい変化を報告している．この検討は通いの
場への参加が高齢者の健康意識を高め，歩行といった
身体活動量を増大したことを示唆し，笠岡市における

通いの場が身体活動量に対して一定の効果を有してい
ることを推察するものである．ただし，本研究の対象
者は，前期高齢者と後期高齢者で 1日当たりの歩数が
5,000 歩未満の者，筋力の低下している者（握力の弱
い者）に有意差が認められており，後期高齢者にその
割合が多かった．このことから，後期高齢者に対する
運動機能の維持・向上を目的とした取り組みがより重
要視されると考える．

2 ． 自粛生活下における運動量および生活機能の変化
に対する今後の取り組み課題

　本研究の対象者のうち自覚する運動量が「減ったと
感じた者」は約 25% であった．一方で，運動サロン
や体力測定に参加した高齢者を対象とした報告は，自
粛生活前後での運動量の変化は「とても減った」「や
や減った」と回答した者を合わせると，79.1% であっ
たと報告している（渡邉ら，2021）．この結果と比べ
て，本研究の対象者は「減ったと感じた者」の割合が
低かった．これは本研究の調査時期や調査地域の自粛
生活の影響が軽微であったことが要因と考えられる．
しかし，笠岡市の通いの場は，歩数などが全国レベル
よりも多い結果を踏まえると，身体活動量を自粛下で
も意識していた者が多かった可能性も考えられる．
　なお，後期高齢者において運動量が「減ったと感じ
た者」は「減ったと感じていない者」に比べて低栄養
状態に該当した者の割合は有意に高く，精神機能低下
に該当した者は有意に高い傾向がみられた．低栄養
を示す体重減少がある者は，体重減少がない者と比
べて要介護状態の累積発生率が高いことが報告され
ている（Makizako et al.，2015）．一方で，望ましい
食事内容は生活機能の低下のリスクが低い傾向にある
との報告がある（熊谷ら，2003；吉﨑ら，2019）．ま
た，運動単独よりも運動と栄養の複合介入で，高齢者
の身体機能の改善により効果的であったとする報告も
ある（Kim et al.，2015；Tieland et al.，2012）．通い
の場では運動機能向上を目的とした取り組みが中心的
に行われているが，栄養的なアプローチを行うことも
生活機能を維持・改善するために重要となるだろう．
精神機能については，後期高齢者においても 2割がう
つ病・不安障害の陽性と判断され，後期高齢者では運
動量が「減ったと感じた者」は精神機能低下の該当割
合が 3割以上であった．そのため，精神機能へのアプ
ローチも重点的に取り組むことが必要である．
　高齢者は身体的要因や精神・心理的要因など様々な
要因により（一般社団法人日本老年医学会，2015），
活動量が低下しやすく，食欲低下などによって，栄養
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摂取量が減少する（Xue et al.，2008）．また，筋肉量
が減少し，基礎代謝量の低下によって活動量低下を引
き起こし，悪循環となり，生活機能低下に陥る（Xue 
et al.，2008）．このように運動量，栄養，精神機能が
互いに関連しており，運動量が減ったと感じた者は，
低栄養状態や精神機能低下に関連したことが考えられ
る．

本研究の限界

　横断データであり，運動量の変化を主観的に評価
し，自粛生活前のデータと比較して，客観的なデータ
として捉えられていないが，国勢調査等においても国
民の生活状況は主観的回答により収集されており，そ
の妥当性は一般的に認められているものと考える．今
後，その妥当性の検証のために運動量の変化において
客観的な評価や前後比較（縦断研究）を検討する余地
がある．また，男性高齢者の参加者が少なく，男性に
おいてはサンプル数が限られている．

結論

　生活機能のいずれかの領域に該当した生活機能低
下者は約 7 割を占めた．自粛生活の影響で運動量が
「減ったと感じた者」は約 25%であったが，運動量の
変化で歩数や握力といった客観的評価に違いを認めな
かった．運動量が減ったと感じた後期高齢者において
は低栄養状態や精神機能低下の該当割合に違いが認め
られ，栄養や精神機能に重点を置いたアプローチの必
要性が示唆された．
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